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論 生｣露天採掘場 の廃棄物最終

処分場- の転用可能一性評価

～東ヨヒ地方 の砕石場 を事例対象 として～
※)

斉 藤 貢 大 場 尚 寛

1.はじめに

平成12年に循環型社会形成推進基本法が制定されてか

ら10年が経過した現在､最終処分される廃棄物量は､平

成12年度に比べて約53%(平成19年度実績)1)減少した｡

この背景には､循環利用率が平成12年度に比べて約3.5

%向上(平成19年度実績)1)した｡このことが寄与して

おり､3R(Reduce:発生抑制､Reuse:再使用､

Recycle:再利用)の取組の成果と推察される｡産業廃

棄物の総排出量は､平成19年度において年間約4億

1,943万トン1)であり､平成18年度に比べて約93万トン

の微増であるが､再生利用量が増加したことにより最終

処分量は約166万トン少ない年間約2,014万トン1)であっ

た｡

循環型社会形成への取組が徐 に々進んではいるものの､

年間2,000万トン以上もの産業廃棄物が最終処分されて

いる現状において､最終処分場の確保は非常に重要な課

題である｡最終処分場の受入可能な容量は､産業廃棄物

で1億7,215万m3(平成19年度実績)2)となっており､

最終処分場残余容量は全国平均でわずかに8.5年分2)し

かなく､特に､首都圏で3.6年分2)､近畿圏で6.4年分2)

と逼迫した状況である｡首都圏などの大都市圏では､土

地利用の高度化や環境問題等に起因して､最終処分場を

確保することが困難であるため､産業廃棄物の多くが都

府県域を越えて処分されている｡一方､地方でも最終処

分場の新規設置を予定している自治体においては､生活

環境や自然環境への影響が懸念されるとの理由で地域住

民の反対運動が起こり､処分場の設置を断念せざるを得

ない状況にある｡

※※)

そこで筆者らは､露天採掘跡地を廃棄物の最終処分場

として利用できないか検討してきた3)｡露天採掘跡地は､

通常､堅硬な岩盤であり､透水性が極めて低いことから､

廃棄物の最終処分場には最適である｡実際､採掘跡地を

最終処分場に転用した例もみられる4)｡他方､経済産業

省の平成21年砕石等統計年報5)によると､全国の1,154

箇所の砕石場で年間約1億7,900万トン生産されており､

首都圏を含む関東地域だけでも年間5,567万トンが生産

されている.岩石の単位体積重量を単純に2.5ton/m3と

仮定して計算すると､全国で年間7,160万m3､関東地方

で2,227万m3もの埋め戻し空間が造成されていることに

なる｡近年､再生骨材の使用増加に伴い砕石の生産量が

減少傾向にあり､倒産や廃業により跡地処理や修復緑化

を十分に実施しか､まま放置された採石場も増え始めて

いる｡これらの採掘跡地を放置されたままとせず､廃棄

物の最終処分場として利用できないかを検討することは､

露天採掘跡地の有効利用の観点からも有益であると思わ

れる｡

本研究では､これまでに筆者らが構築した地理情報シ

ステム(GIS:GeographicInformationSystem)データ

ベースに基づく階層化意思決定法(AHP:Ana1両c

HierarchyProcess)およびBattelle法を適用した露天採

掘跡地の産業廃棄物最終処分場への転用可能性評価シス

テム3)I6)をもとに､最終処分場設置に直接関わる"也

域住民"と"事業者"という2通りの評価者(シナリオ)

から新たな階層構造を構築し､東北地方にある露天採掘

場の産業廃棄物最終処分場への転用可能性について検討

した｡

※)正会員 岩手大学工学部 社会環境工学科 准教授 博士 (工学)

※※)フ=ロー会員 会長 岩手大学理事 副学長 =博
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適地の決定

図1 転用可能性評価システムのフローチャート

2.調査および評価方法

2.1 システムの概要

図1に露天採掘場の廃棄物最終処分場への転用可能性

評価システムのフローチャートを示す｡転用可能性評価

システムは､AHPによるウェイトの算出(STEPl)､

Battelle法による重み係数の算出(STEP2)､GISを用

いた各評価者のコンセプトマップの作成(STEP3)､コ

ンセンサスマップの作成(STEP4)の4段階から構成さ

れている｡

2.2 評価者の参集と評価基準

本研究は､現在稼働中の露天採掘場が採掘終了後に､

廃棄物最終処分場に転用可能か否かについて評価する方

法について検討するものである｡廃棄物最終処分場への

転用適地の抽出を行うため､特定の地域住民および事業

者を､実際に参集して聞き取りすることは不可能である｡

そこで評価は､各評価者にアンケート形式で廃棄物最終

処分場への転用に関する意識調査を行う方法とした｡地

域住民のシナリオは､地域を特定できか､ため､アンケ

ートに際して『実際に転用が計画されている地域の住民

である』と仮定した上で､採掘場とは直接関係を有しな

い一般市民160名に回答してもらった｡一般市民への調

査は､会場調査法および留置調査法により行った｡また､

事業者のシナリオは､東北地方の砕石事業者64事業所に

回答してもらった｡調査は､アンケートを郵送し回答し

ても̀らう郵送調査法により行った｡

評価基準は､筆者らがこれまでに構築してきた砕石資

源や環境に関するデータベース6)と､新たに｢公害｣
および｢地域社会｣に関する基準から､地域住民および

砕石事業者に適した30個の評価基準を選定した｡なお､

図2 廃棄物最終処分場転用可能性評価の階層構造
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表1 地域住民の属性内訳 (単位 :人)

男 女 不明 計

10代 33 18 51

20代 24 22 46

30代 4 8 12

40代 7(9) ll(12) 2(3) 20(24)

50代～ ll(12) 1◆3(14) 1 25(27)

計 79(82) 72(74) 3(4) 154(160)

※()内は被験者数

AHPを適用した重要度(ウェイト)算出に際して､評

価項目ごとの評価基準数が異なると評価項目間の重要度

に不均一化が起こるため､各評価項目において評価基準

数はそれぞれ3基準に統一した｡

図2に廃棄物最終処分場転用可能性評価の階層構造を

示す｡AHPの階層図に相当する最上層のレベル1(最

終日的)は｢転用可能性評価｣であり､レベル2(シナ

リオ)は｢評価者｣､レベル3(評価項目)は評価基準

を条件別にまとめた｢設置条件･水系･自然環境･公害･

地域社会･岩盤地質･地形･気象･開発規制･経済｣の

10項目､そして最下層がレベル4(評価基準)となる｡

3.調査および評価結果

3.1 地域住民の調査および評価結果

表1に地域住民の意識調査の属性内訳を示す｡調査の

有効回答数は154名(有効回答率:96.3%)であった｡

回答者は､男性79名(51.3%)､女性72名(46.8%)であ

り､年代別の内訳は､10代51名(33.1%)､20代46名(29.9

%)､30代12名(7.8%)､40代20名(13.0%)､50代以上

25名(16.2%)であった｡

調査した評価項目および評価基準の一対比較結果から

AHPを用いてウェイトを算出し､Battelle法的概念を用

いてそのウェイト比率に応じて合計1000点となるような

重み係数を決定した3)I7)｡重み係数の配分は､レベル2

(シナリオ)の合計1000点をレベル3(評価項目)へ配

分し､さらにレベル4(評価基準)へ配分するトップダ
ウン方式とした｡

表2に地域住民の各レベルでの重み係数を示す｡レベ

ル3では､｢公害｣の重み係数が最も高く､続いて｢水系｣
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表2 地域住民の重み係数

レベル2 レベル3 重み係数 レベル4 重み係数

地域住民(1000) 設直条件 118 適地 57

遠方 33

不可視 - 28

水系 231 地下水 95河川 85

湖沼 51

自然環境 215 植生自然度 90自然景観 46

貴重動植物 79

公害 328 大気汚染 163騒音 56

悪臭 108

地域社会 108 商工業発展 36経済的向上 48

や｢自然環境｣など環境への影響を重要視していること

がわかった｡一方､｢設置条件｣と｢地域社会｣の重み

係数が他と比べて低いことから､地域住民は廃棄物最終

処分場の設置に対して､地域社会の発展といったプラス

面よりも､環境への悪影響といったマイナス面を懸念し

ている様子が窺え､地域住民が設置に強く反対する背景

が窺われた｡レベル4の重み係数は､直接的な人体影響

の懸念のある｢大気汚染｣や｢地下水｣で高い結果であ

った｡

表3に地域住民の年代別の重み係数を示す｡レベル3

では､ばらつきはあるものの全ての年代で｢公害｣･｢水
系｣･｢自然環境｣の重み係数が高い結果であった｡レベ

ル4の重み係数をみると､30代は他の年代に比べ｢河川｣
や｢湖沼｣の重要度が高く､40代は｢適地｣､50代は｢適

地｣と｢経済的向上｣の重要度が高い特徴が見られた｡

逼迫している廃棄物最終処分場の必要性や今後の地域の

発展など､高年代ほど利己的な意識を抑えて､社会的な

立場を考慮している傾向が窺える｡

3.2 事業者の調査および評価結果

調査の有効回答数は64社(有効回答率:100%)であ
った｡

表4に砕石事業者の各レベルでの重み係数を示す｡レ

ベル3では､｢水系｣の重み係数が最も高く､次いで｢岩

盤地質｣･｢開発規制｣Ir経済｣が同等の重要度であった｡
2004年度に行った調査3)では､｢経済｣の重要度が最も

高く､次いで｢水系｣であったことから推察すると､砕

石事業者も環境面に配慮する意識が高まった結果といえ

る｡レベル4の重み係数は､｢河川｣や｢地下水｣とい
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表3 地域住民の年代別の重み係数

レベル3 レベル4 10代 20代 30代 40代 50代～

設置条件 適地 52 49 54 76 70遠方 30 37 17 39 32

不可視 25 30 19 37 17

水系 1 下水 102 93 7旦 97 99___j可川 93 83 124 69 75

湖沼 46 44 110 65 45

自然環境 植生自然度 97 90 92 89 74自然景観 43 39 34 48 71

貴重動植物 73 79 85 100 68

公 害 大気汚染 173 154 180 126 176騒音 54 59 50 63 47

悪臭 97 133 912 100 95

地域社会 商工業発展 36 35 28 28 44経済的向上 51 51 19 35 59

道路網発展 26 22 17 29 29

表4 砕石事業者の重み係数

レベル2 レベル3 重み係数 レベル4 重み係数

砕石事業者(1000) 岩盤地質 179 密度 46

吸水率 59

岩質 73

地形 144 相対標高差 48傾斜方向 46

傾斜角度 50

水系 263 地下水 98河川 100

湖沼 65

気象 93 降水量 47気 温 17

積雪深 29

開発規制 160 保安林 57森林所有区分 50

文化財 54

経済 161 地価 - 49市場距離 67

道路密度 45
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った環境面を重要視す

る一方で､また企業と

しての利益を考えた

｢市場距離｣の重要度

が高い結果であった｡

3.3 コンセプトマ

ップ

評価対象域は､東北

地方にある砕石場195

箇所とした｡各評価者

のコンセプトマップの

作 成 はArcGIS9.0

(ESRIJAPAN社)を

使用した｡各評価基準

のGISデータは､筆者

らが先に構築したGIS

データベースと､新た

に入手した地下水のデ

ータ8)を､ArcGISの

拡張機能であるSpatial

Analystで作成し使用

した｡コンセプトマッ
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図3 コンセプトマップ

(左 :地域住民､右 :砕石事業者)

図5 転用不適地

(マスクマップ)

プの作成には､GISデータをラスタ化し､各評価基準の

因子スコアと重み係数の積を求め､各レイヤをオーバー

レイさせることで各評価者のコンセプトマップを作成し

た｡

図3に地域住民と砕石事業者のコンセプトマップを示

す｡

3.4 コンセンサスマップ

コンセンサスマップは､適合マップ法3)I6)とリスク

マップ法3)-6)の2通りの手法で作成した｡コンセンサ

スマップは､それぞれの評価者の意思が反映された評価

であり､それらの結果から高得点と推定されれば､対象

骨材資源

図4 コンセンサスマップ

(左 :適合マップ法､右 :リスクマップ法)

図6 マスクマップを適用したコンセンサスマップ

(左 :適合マップ法､右 :リスクマップ法)

の砕石場は廃棄物最終処分場への転用の可能性を有する

と判断できる｡

図4にコンセンサスマップを示す｡適合マップ法の転

用可能性評価点は0-1000点のスコアで算出され､砕石
場を含むセルの評価点の平均は674点となり､リスクマ

ップ法の転用可能性評価点は-1000-1000点のスコアで
算出され､評価点の平均は382点となった｡

4.転用可能性評価点の検討

4.1 既存の廃棄物最終処分場の評価点

転用可能性評価点は開発適地を示す点数であるが､評
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表5 既存の廃棄物最終処分場の評価点

評価点 コンセプトマップ - コンセンサスマップ
地域住民 砕石事業者 適合マップ法 リスクマップ法

最大点 846- 677 756 458

衰小点 531 429 505 296

平均点 726 577 -648 357

価項目や評価基準の種類､AHPで算出したウェイトな
どによって変わるため､何点以上が適地とみなせるか定

義することはできか､｡しかし､本研究での条件を既存

の廃棄物最終処分場に適用させて､そのセルのスコアを

算出することで転用適地の目安となる評価点が得られる｡

そこで､東北地方にある既存の廃棄物最終処分場(23箇

所)の転用可能性評価点を適合マップ法とリスクマップ

法により算出した｡

表5に既存の廃棄物最終処分場の評価点を示す｡既存

の廃棄物最終処分場の評価点の平均は､適合マップ法で

648点､リスクマップ法で357点となり､これらの点数が

転用可能かどうかの目安になるといえる｡

4.2 転用不適地(マスクマiyブ)の検討

廃棄物最終処分場への転用は､評価点が高ければどこ

でも適地というわけではなく､実際には転用困難な場所

が存在する｡そこで､転用不適地をマスクマップとして

作成し､予め転用が難しい地域を評価の対象から除外す

ることとした｡

転用不適地の条件の一つは､法的に親制されている国

立公園や国定公園､世界自然遺産登録地域など転用が不

可能と思われる地域である｡他の条件は､文化財などが

存在する開発規制区域や､貴重な動植物が生息する地域

など一定条件をクリアしなければ転用が難しい地域であ

る.この地域の選定は､本アンケート調査における｢開

発規制(既開発地域･保安林･森林所有区分･文化財)｣

や｢自然環境(植生自然度･自然景観･貴重動植物分布)｣

の評価基準のみのスコアを算出し､既存の廃棄物最終処

分場の最低スコアを満たさか､区域を転用不適地とした｡

さらに､それぞれの評価者のコンセプトマップ評価点が､

既存の最終処分場の最小点数を下まわる地域､すなわち､

地域住民で531点､砕石事業者で429点未満となる地域を

転用不通地とした｡

図5に転用不適地(マスクマップ)を示す｡対象域の

砕石場ポイントデータをマスクマップにオーバーレイし

た結果､21箇所の砕石場が転用不適地内に存在し､評価

対象から除外された｡

4.3 転用適地の検討

転用不通地内に存在する21箇所の砕石場を除く174箇

所の砕石場について転用可能性評価点の検討を行い､適

地の検討を行った｡適地かどうかの基準は既存の最終処

分場のコンセンサスマップでの平均点とした｡

図6にマスクマップを適用したコンセンサスマップを

示す｡適合マップ法では135箇所､リスクマップ法では

121箇所の砕石場が基準点を上回り､両方で基準を満た

す砕石場を転用適地とみなすこととすると､対象の砕石

場174箇所中95箇所が条件を満たす結果であった｡この

95箇所の砕石場は転用適地としての可能性があることが

示唆される｡

4.4 ｢公害｣項目を考慮した評価結果の検討

本アンケート調査で地域住民が最も重要視している

｢公害(大気汚染･騒音･悪臭)｣項目は､転用後の環境

調査が必要であるためデータベース化できない｡また､

その影響範囲を比較することも不可能である｡そこで､

過去に実施した砕石場からの粉じん拡散および騒音影響

範囲の結果9)を参考にし､本研究では､転用後の影響

範囲を1km2と仮定した｡そして､新たに｢公害｣項目

を加えたコンセプトマップおよびコンセンサスマップを

作成し､再度､砕石場の廃棄物最終処分場への転用可能

性を検討した｡前述の評価と同様に検討した結果､適合

マップ法では109箇所､リスクマップ法では116箇所の砕

石場が基準点を上回り､両方で適地と見なされた砕石場

は106箇所であった｡

｢公害｣項目を考慮しない場合と考慮した場合の両方

で適地とされた砕石場は55箇所であった｡青森県では太
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平洋倒南部(5箇所)､秋田県では内陸北部(5箇所)､

岩手県では太平洋側全域(27箇所)､山形県では内陸南

部(3箇所)､宮城県では太平洋側北部(8箇所)､福島

県では太平洋側全域(7箇所)に分布しており､太平洋

側に転用可能性の高い砕石場が多く分布している結果が

得られた｡

5.まとめ

本研究では､既存の転用可能性評価システムをもとに､

新たに階層構造を構築し､東北地方にある砕石場の産業

廃棄物最終処分場への転用可能性について検討を行った｡

本研究で得られた結果をまとめると､次のとおりである｡

1.アンケート調査により､地域住民は環境項目のウェ

イトが高く､自然環境への影響を懸念している結果が

得られた｡また､立場や属性により評価に違いがみら

れることが明らかとなった｡

2.転用可能性評価システムを用いて､東北地方の砕石

場の廃棄物最終処分場への転用適地としての可能性を

評価することができた｡

3.東北地方の砕石場195箇所中95箇所の砕石場が､廃

棄物最終処分場への転用適地としての可能性があると

示唆された｡

4.｢公害｣項目を仮定して検証したところ､｢公害｣項

目の有無に関わらず､195箇所中55箇所の砕石場が転

用適地として見なされ､太平洋側に多く分布している

結果が得られた｡
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